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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第49期

第１四半期連結
累計期間

第50期
第１四半期連結
累計期間

第49期

会計期間
自2018年１月１日
至2018年３月31日

自2019年１月１日
至2019年３月31日

自2018年１月１日
至2018年12月31日

売上高 （千円） 4,480,937 5,697,721 17,441,441

経常利益 （千円） 415,529 490,204 917,180

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 273,877 305,041 546,896

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 259,067 318,213 508,296

純資産額 （千円） 5,936,610 6,342,555 6,185,837

総資産額 （千円） 9,743,120 13,415,984 9,955,715

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 53.64 59.74 107.11

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 60.9 47.2 62.1

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

 ２．売上高には、消費税等（「消費税及び地方消費税」をいう。以下同じ。）は含めておりません。

 ３．第49期第１四半期連結累計期間および第49期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、第50期第１四半期連結累計期間は、希薄化効果を有している潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

 ４.「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号2018年２月16日)等を2019年12月期第１

四半期連結会計期間の期首から適用しており、2018年12月期第１四半期および2018年12月期の連結財政状態

については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値となっております。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。

主要な関係会社における異動は、以下のとおりであります。

(情報サービス事業)

当第１四半期連結会計期間において、株式会社T-stockおよび株式会社テイクスならびにコンピュータハウス株式

会社の全株式を取得（株式会社テイクスは間接保有）したことにより、新たに連結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の状況

　当第１四半期におけるわが国経済は、中国経済の減速を受け、輸出の減少等の影響がみられるものの、内需は堅

調に推移しており、企業収益の改善が進むとともに、雇用および所得環境の改善等もあり、全体としては緩やかな

気拡大傾向で推移しました。

　世界経済においては、米国の保護主義的な通商政策による米中貿易戦争の影響等により、中国経済の景気は減速

しており、さらには英国のＥＵ離脱が先行き不透明であることなど、経済の先行きが懸念されるものの、引き続き

緩やかな回復傾向で推移しました。

　当社グループが属する情報サービス産業におきましては、大手企業を中心としたIT関連投資は引続き高い水準に

あり、好調な企業収益を背景に、様々な業種で新しいサービス・技術の活用が始まっております。従来のシステム

開発案件では、人手不足に対応した業務の効率化等、IT関連投資は、堅調に推移いたしました。

　このような環境の中で、当社グループは今年で２年目となる、中期経営計画の重点施策を着実に推進するととも

に、引き続き顧客市場の動向に注視しながら積極的に幅広い業種からの受注獲得に注力してまいりました。

　また、当社グループに、新たに３社を加え、積極的な事業展開を図り事業規模の拡大に努めてまいりました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の経営成績は、売上高56億97百万円（前年同四半期比27.2％増）、営業

利益４億79百万円（前年同四半期比16.4％増）、経常利益４億90百万円（前年同四半期比18.0％増）、親会社株主

に帰属する四半期純利益３億５百万円（前年同四半期比11.4％増）となりました。

 

セグメント別の経営成績は次のとおりであります。

（情報サービス事業）

　情報サービス分野では、好調な企業収益を受け、全体的に堅調に推移致しました。「公共」は、新規連結会社の

影響に加え、各自治体向けの改元対応等により、「組込み」は、車載や医療、AV家電の受注が堅調に推移したこと

により、売上高は前年同四半期に比べ増加致しました。「携帯端末」、「モバイルインフラ」は、期首計画は、達

成したものの、主要メーカのスマートフォン開発費削減や基地局開発の業務の低コスト化の影響により、前年四半

期に比べ売上高は減少致しました。「フィールドサービス」は、クラウド関連の構築業務の受注は拡大傾向にあり

売上高も堅調に推移しております。

　なお、情報サービス事業は、当第１四半期連結累計期間より新たに連結子会化した２社の影響により、売上高、

セグメント利益は前年同期に比べ大幅に増加しております。

　以上の結果、当事業における売上高は46億87百万円（前年同四半期比33.9％増）、セグメント利益は３億11百万

円（前年同四半期比19.5％増）となりました。

（セキュリティシステム事業）

　セキュリティシステム事業は、新規物件への導入、既存セキュリティシステムの刷新など、堅調に推移しており

ます。また、「建設キャリアアップシステム（CCUS）」向け「EasyPass CR」等新サービスの提供も積極的に取り

組んでおります。

　以上の結果、当事業における売上高は10億10百万円（前年同四半期比2.9％増）、セグメント利益は１億63百万

円（前年同四半期比9.3％増）となりました。

 

(2）財政状態の状況

　当第１四半期連結会計期間末における資産は、134億15百万円と前連結会計年度末より34億60百万円増加いたま

した。これは主として現金及び預金、受取手形及び売掛金やのれん等の増加額が、仕掛品等の減少額を上回ったこ

とによるものであります。

　負債は、70億73百万円と前連結会計年度末より33億３百万円増加いたしました。これは主として短期借入金、未

払金や賞与引当金等の増加額が未払法人税等や受注損失引当金等の減少額を上回ったことによるものであります。

　純資産は、63億42百万円と前連結会計年度末より１億56百万円増加いたしました。これは主として利益剰余金や

その他有価証券評価差額金の増加によるものであります。

　なお、自己資本比率は、47.2％と14.9ポイント低下いたしました。
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の金額は、40,007千円であります。
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３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は、締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,500,000

計 12,500,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2019年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2019年５月15日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 5,105,800 5,105,800
東京証券取引所

（市場第一部）

完全議決権株

式であり権利

内容に何ら限

定のない当社

における標準

となる株式で

す。

単元株式数

は、100株で

す。

計 5,105,800 5,105,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。
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②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　　　　2018年12月20日取締役会決議によるもの

　　　　第１回新株予約権

新株予約権の数（個） 　　　　　　5,500

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株） 普通株式　550,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） (注)2

新株予約権の行使期間 (注)3

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額（円） (注)4

新株予約権の行使の条件 (注)5

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)6

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

※新株予約権の発行時（2019年１月15日）における内容を記載しております。

注）１．本新株予約権は、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。当該行使価額修正条項付新株予約権付

社債券等の特質等は以下のとおりであります。

　　　(1）本新株予約権の目的である株式の総数は当社普通株式550,000株、割当株式数は、100株で確定しており、株価

の上昇又は下落により行使価額が修正されても変化しない。なお、行使価額が修正された場合、本新株予約権に

よる資金調達の額は増加又は減少する。

　　　(2）本新株予約権の行使価額の修正基準：本新株予約権の行使価額は、機構による行使請求の通知が行使請求受付

場所に行われ、かつ、本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の全額が新株予約権の行使請求の受付

場所、取次場所及び払込取扱場所」当社指定の口座に入金された日（以下「修正日」という。）に、修正日の直

前取引日（同日に終値がない場合には、その直前の終値のある取引日をいい、以下「算定基準日」という。）の

株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」という。）における当社普通株式の普通取引の終値の90％に

相当する金額（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り上げる。以下「修正後行使価額」とい

う。）に修正される。

　　　(3）行使価額の修正頻度：行使の際に修正日の効力が発生する都度、修正される。

　　　(4）行使価額の下限：本新株予約権の下限行使価額は、条件決定基準株価（注２(1)①、②のとおり。）の60％に

相当する金額の１円未満の端数を切り上げた金額（以下「下限行使価額」という。）とし、注２(3)の規定を準

用して調整される。

　　　(5）割当株式数の上限：本新株予約権の目的である株式の総数は当社普通株式550,000株（2018年11月30日現在の

発行済株式総数5,105,800株に対する割合は10.77％）、割当株式数は100株で確定している。

　　　(6）本新株予約権が全て行使された場合の資金調達額の下限（下限行使価額にて本新株予約権が全て行使された場

合の資金調達額）：669,746,000円（ただし、この金額は、（4）に従って決定される下限行使価額につき、2018

年12月19日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値である2,008円の60％に相当する金額の１

円未満の端数を切り上げた金額を基準として計算した金額であり、実際の金額は条件決定日に確定する。また、

本新株予約権は行使されない可能性がある。）

　　　(7）本新株予約権には、当社取締役会の決議等により本新株予約権の全部を取得することができる条項が設けられ

ている。

　２．(1）本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及び価額

　　　　①本新株予約権１個の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、②に定める行使価額に割当株式数

を乗じた額とするが、計算の結果１円未満の端数を生ずる場合は、その端数を切り上げるものとする。

　　　　②本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下「行使価額」という。）

は、当初2,008円とする。ただし、行使価額は、（2）又は（3）に従い、修正又は調整される。

　　　(2）行使価額の修正

　　　　①行使価額は、修正日に、修正後行使価額に修正される。

　　　　②修正後行使価額の算出において、算定基準日に③記載の行使価額の調整事由が生じた場合は、当該算定基準日

の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値は当該事由を勘案して調整されるものとする。

　　　　③本項①及び②による算出の結果得られた金額が下限行使価額を下回ることとなる場合には、修正後行使価額は

下限行使価額とする。ただし、下限行使価額は、③の規定を準用して調整される。
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　　　(3）行使価額の調整

　　　　①当社は、本新株予約権の発行後、②に掲げる各事由により当社普通株式の発行済株式総数に変更を生じる場合

又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）をもって行使価

額を調整する。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
　既発行普通株式数　+

　交付普通株式数×1株当たりの払込金額　

　　　　　　　　　　時価

　　既発行普通株式数+交付普通株式数

　　　「既発行普通株式数」は、当社普通株式の株主（以下「当社普通株主」という。）に割当てを受ける権利を与える

ための基準日が定められている場合はその日、また当該基準日が定められていない場合は、調整後行使価額を適用

する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式数から調整後行使価額を適用する日における当社の保有する

当社普通株式数を控除し、当該行使価額の調整前に本項②乃至④に基づき交付普通株式数とみなされた当社普通株

式のうち未だ交付されていない当社普通株式の株式数を加えた数とする。なお、当社普通株式の株式分割が行われ

る場合には、行使価額調整式で使用する交付普通株式数は、基準日における当社の保有する当社普通株式に関して

増加した当社普通株式数を含まないものとする。

　　　　②行使価額調整式により本新株予約権の行使価額の調整を行う場合及びその調整後行使価額を適用する日につい

ては、次に定めるところによる。

　　　　ａ.行使価額調整式で使用する時価（③ｂ.に定義する。④ｃ.の場合を除き、以下「時価」という。）を下回る

払込金額をもって当社普通株式を交付する場合（ただし、当社の発行した取得条項付株式、取得請求権付株式

若しくは取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得と引換えに交付する場合

又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）その他の証券

若しくは権利の転換、交換若しくは行使による場合を除く。）

　　　　 調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられたときは当該払込期間の最終日とする。以下

同じ。）の翌日以降、当社普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日

以降、これを適用する。

　　　　ｂ.当社普通株式の株式分割又は当社普通株式の無償割当てをする場合

　　　 　調整後行使価額は、当社普通株式の株式分割のための基準日の翌日以降、又は当社普通株式の無償割当ての効

力発生日の翌日以降、これを適用する。ただし、当社普通株式の無償割当てについて、当社普通株主に割当て

を受ける権利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。

　　　　ｃ.取得請求権付株式であって、その取得と引換えに時価を下回る対価をもって当社普通株式を交付する定めが

あるものを発行する場合（無償割当ての場合を含む。）、又は時価を下回る対価をもって当社普通株式の交付

を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）その他の証券若しくは権利を発行する

場合（無償割当ての場合を含む。ただし、当社又はその関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関

する規則第８条第８項に定める関係会社をいう。）の取締役その他の役員又は使用人に新株予約権を割り当て

る場合を除く。）

　　　　　調整後行使価額は、発行される取得請求権付株式、新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）

その他の証券又は権利（以下「取得請求権付株式等」という。）の全てが当初の条件で転換、交換又は行使さ

れ当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、払込期日（新株予

約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の場合は割当日）又は無償割当ての効力発生日の翌日以

降、これを適用する。ただし、当社普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は、その

日の翌日以降これを適用する。

　　　　　上記にかかわらず、転換、交換又は行使に際して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株式等が発行

された時点で確定していない場合は、調整後行使価額は、当該対価の確定時点で発行されている取得請求権付

株式等の全てが当該対価の確定時点の条件で転換、交換又は行使され当社普通株式が交付されたものとみなし

て行使価額調整式を準用して算出するものとし、当該対価が確定した日の翌日以降これを適用する。

　　　　ｄ.当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の

取得と引換えに時価を下回る対価をもって当社普通株式を交付する場合

　　　　　調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

　　　　　上記にかかわらず、上記取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）に関して当該調整前にｃ.又はｅ.による行使価額の調整が行われている場合には、（i）上記交付が行

われた後の完全希薄化後普通株式数③ｃ.に定義する。）が、上記交付の直前の既発行普通株式数を超えると

きに限り、調整後行使価額は、超過する株式数を行使価額調整式の交付普通株式数とみなして、行使価額調整

式を準用して算出するものとし、（ⅱ）上記交付の直前の既発行普通株式数を超えない場合は、本ｄ.に定め

る調整は行わないものとする。
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　　　　ｅ.取得請求権付株式等の発行条件に従い、当社普通株式１株当たりの対価（本ｅ.において「取得価額等」とい

う。）の下方修正その他これに類する取得価額等の下方への変更（本項②乃至④と類似の希薄化防止条項に基

づく取得価額等の調整を除く。以下「下方修正等」という。）が行われ、当該下方修正等後の取得価額等が当

該下方修正等が行われる日（以下「取得価額等修正日」という。）における時価を下回る価額になる場合

　　　　　（ⅰ）当該取得請求権付株式等に関し、ｃ.による行使価額の調整が取得価額等修正日前に行われていない場

合、調整後行使価額は、取得価額等修正日に残存する取得請求権付株式等の全てが当該下方修正等後の条件で

転換、交換又は行使され当社普通株式が交付されたものとみなして本項ｃ.の規定を準用して算出するものと

し、取得価額等修正日の翌日以降これを適用する。

　　　　　（ⅱ）当該取得請求権付株式等に関し、本項ｃ.又は上記（ⅰ）による行使価額の調整が取得価額等修正日前

に行われている場合で、取得価額等修正日に残存する取得請求権付株式等の全てが当該下方修正等後の条件で

転換、交換又は行使され当社普通株式が交付されたものとみなしたときの完全希薄化後普通株式数が、当該下

方修正等が行われなかった場合の既発行普通株式数を超えるときには、調整後行使価額は、当該超過株式数を

行使価額調整式の「交付普通株式数」とみなして、行使価額調整式を準用して算出するものとし、取得価額等

修正日の翌日以降これを適用する。

　　　　ｆ.本項ｃ.乃至ｅ.における対価とは、当該株式又は新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）

の発行に際して払込みがなされた額（本項ｃ.における新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の場合には、その行使に際して出資される財産の価額を加えた額とする。）から、その取得又は行使に

際して当該株式又は新株予約権の所持人に交付される金銭その他の財産の価額を控除した金額を、その取得又

は行使に際して交付される当社普通株式の数で除した金額をいう。

　　　　　本号①乃至③の各取引において、当社普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日が設定され、か

つ、各取引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その他当社の機関の承認を条件としている

ときには、本項ａ.乃至ｃ.にかかわらず、調整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する

ものとする。

　　　　　この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに、本新株予約権を行使した新株予

約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付するものとする。

株式数＝
（調整前行使価額－調整後行使価額）×調整前行使価額により当該期間内に交付された株式数

調整後行使価額

　　　　　この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

　　　　③ａ.行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。

　　　　　ｂ.時価は、調整後行使価額を適用する日（ただし、本項②のｆ.の場合は基準日）に先立つ45取引日目に始ま

る30取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値（終値のない日数を除

く。）とする。この場合、平均値の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り

捨てる。

　　　　ｃ.完全希薄化後普通株式数は、調整後行使価額を適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式数

から、調整後行使価額を適用する日における当社の保有する当社普通株式数を控除し、当該行使価額の調整前

に、本項②乃至④に基づき交付普通株式数とみなされた当社普通株式のうち未だ交付されていない当社普通株

式の株式数を加えたものとする（当該行使価額の調整において本項②乃至④に基づき交付普通株式数とみなさ

れることとなる当社普通株式数を含む。）。

　　　　ｄ.本項②ａ.乃至ｅ.に定める証券又は権利に類似した証券又は権利が交付された場合における調整後行使価額

は、本項②の規定のうち、当該証券又は権利に類似する証券又は権利についての規定を準用して算出するもの

とする。

　　　　④本項②で定める行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価額の

調整を行う。

　　　　ａ.株式の併合、資本金の減少、当社を存続会社とする合併、他の会社が行う吸収分割による当該会社の権利義

務の全部若しくは一部の承継、又は他の株式会社が行う株式交換による当該株式会社の発行済株式の全部の取

得のために行使価額の調整を必要とするとき。

　　　　ｂ.その他当社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要とすると

き。

　　　　ｃ.行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出にあたり

使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

　　　　⑤本項②号及び④にかかわらず、本項②及び④に基づく調整後行使価額を適用する日が、本欄（2）に基づく行

使価額を修正する日と一致する場合には、本項②及び④に基づく行使価額の調整は行わないものとする。ただ

し、この場合においても、下限行使価額については、かかる調整を行うものとする。
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　　　　⑥本項①乃至⑤により行使価額の調整を行うとき（下限行使価額が調整されるときを含む。）は、当社は、あら

かじめ書面によりその旨並びにその事由、調整前行使価額、調整後行使価額及びその適用の日その他必要な事

項を本新株予約権者に通知する。ただし、本項②ｆ.に定める場合その他適用の日の前日までに前記の通知を

行うことができないときは、適用の日以降すみやかにこれを行う。また、本項⑤規定が適用される場合には、

かかる通知は下限行使価額の調整についてのみ行う。

　３．割当日の翌銀行営業日から2021年１月18日まで。ただし、行使期間の最終日が銀行営業日でない場合にはその前銀

行営業日を最終日とする。

　４．①新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

　　　　本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価格は、当該行使請求に係る各新株予約権の行使に

際して出資される財産の価額の総額に当該行使請求に係る本新株予約権の払込金額の総額を加えた額を当該行使

請求に係る交付株式数で除した額とする。

　　　②新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金の額

　　　　本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定めるところに

従って算出された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生ずる場合は、そ

の端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減

じた額とする。

　５．各本新株予約権の一部行使はできないものとする。なお、本新株予約権の行使は、割当予定先が本新株予約権の発

行要項に従い口座管理機関に対し行使請求に要する手続きを行った日の直前取引日の東京証券取引所における当社

普通株式の普通取引の終値が当初行使価額である条件決定基準株価以上であることを条件とし（以下「本行使条

件」という。）、本行使条件が満たされない場合には本新株予約権は行使することができない。ただし、当社は当

社取締役会の決議によりいつでも本行使条件を当該決議の翌日から将来に向かって取り消すことができる。当社は

割当予定先との間において、本新株予約権の行使及び本行使条件等について規定した覚書（以下「覚書」とい

う。）を締結しております。

　６．該当事項はありません。ただし、割当予定先は、当社取締役会の事前の承認がない限り、本新株予約権を当社以外

の第三者に譲渡することはできない旨を定めております。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2019年１月１日～

2019年３月31日
－ 5,105,800 － 1,707,526 － 2,237,526

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2018年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

2018年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － －

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,103,800 　 　　51,038 同上

単元未満株式 普通株式 　　2,000 － 同上

発行済株式総数  5,105,800 － －

総株主の議決権 － 　　 　51,038 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権の数１個）含まれてお

ります。

 

②【自己株式等】

2018年12月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2019年１月１日から2019

年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2019年１月１日から2019年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,550,660 4,668,722

受取手形及び売掛金 3,628,640 3,981,158

前払費用 95,567 161,202

商品 408,283 483,903

仕掛品 208,481 145,218

貯蔵品 1,689 2,257

その他 62,910 113,333

貸倒引当金 △29,665 △30,755

流動資産合計 7,926,567 9,525,039

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 413,627 447,056

減価償却累計額及び減損損失累計額 △277,640 △289,092

建物及び構築物（純額） 135,986 157,964

土地 605,084 605,084

その他 501,381 529,515

減価償却累計額及び減損損失累計額 △406,966 △432,583

その他（純額） 94,414 96,931

有形固定資産合計 835,486 859,980

無形固定資産   

のれん 354,604 2,010,093

その他 141,685 119,448

無形固定資産合計 496,290 2,129,542

投資その他の資産   

投資有価証券 374,293 392,412

長期前払費用 5,279 5,295

差入保証金 166,778 227,741

会員権 11,600 14,150

繰延税金資産 88,652 210,804

その他 61,166 61,645

貸倒引当金 △10,400 △10,626

投資その他の資産合計 697,371 901,421

固定資産合計 2,029,148 3,890,945

資産合計 9,955,715 13,415,984
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,265,632 1,330,304

短期借入金 830,000 2,830,000

未払金 473,740 688,214

未払費用 59,434 109,423

未払法人税等 271,385 217,553

未払消費税等 170,931 278,654

賞与引当金 17,196 386,390

役員賞与引当金 27,460 27,460

受注損失引当金 18,058 789

その他 199,357 583,021

流動負債合計 3,333,196 6,451,810

固定負債   

社債 - 28,000

長期借入金 - 94,948

退職給付に係る負債 187,084 194,668

役員退職慰労引当金 186,200 227,767

資産除去債務 58,467 71,739

その他 4,929 4,495

固定負債合計 436,681 621,618

負債合計 3,769,878 7,073,429

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,707,526 1,707,526

資本剰余金 2,311,704 2,311,704

利益剰余金 2,099,556 2,236,107

自己株式 △6 △6

株主資本合計 6,118,780 6,255,331

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 97,803 110,918

為替換算調整勘定 △30,746 △30,690

その他の包括利益累計額合計 67,056 80,228

新株予約権 - 6,996

純資産合計 6,185,837 6,342,555

負債純資産合計 9,955,715 13,415,984
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2018年１月１日
　至　2018年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年３月31日)

売上高 4,480,937 5,697,721

売上原価 3,472,645 4,269,884

売上総利益 1,008,291 1,427,836

販売費及び一般管理費 596,818 948,704

営業利益 411,472 479,132

営業外収益   

受取利息 11 934

受取配当金 3,000 400

受取保険金 - 10,000

保険解約返戻金 1,952 7,786

その他 1,944 2,546

営業外収益合計 6,908 21,667

営業外費用   

支払利息 977 2,865

新株予約権発行費 - 6,350

為替差損 1,340 -

その他 534 1,379

営業外費用合計 2,852 10,595

経常利益 415,529 490,204

税金等調整前四半期純利益 415,529 490,204

法人税、住民税及び事業税 200,787 295,103

法人税等調整額 △59,135 △109,941

法人税等合計 141,651 185,162

四半期純利益 273,877 305,041

親会社株主に帰属する四半期純利益 273,877 305,041
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2018年１月１日
　至　2018年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
　至 2019年３月31日)

四半期純利益 273,877 305,041

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △12,897 13,115

為替換算調整勘定 △1,913 56

その他の包括利益合計 △14,810 13,171

四半期包括利益 259,067 318,213

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 259,067 318,213
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第１四半期連結会計期間より、株式会社T-stockおよび株式会社テイクスならびにコンピュータハウス株式会

社は、新たに株式を取得したため、連結の範囲に含めております。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を当第１四半期連結会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区

分に表示しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のと

おりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2018年１月１日
至 2018年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2019年１月１日
至 2019年３月31日）

減価償却費

のれんの償却額

31,865千円

37,981

36,487千円

124,282

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2018年１月１日　至　2018年３月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年３月29日

定時株主総会
普通株式 127,644 25 2017年12月31日 2018年３月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2019年１月１日　至　2019年３月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年３月28日

定時株主総会
普通株式 168,491 33 2018年12月31日 2019年３月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自2018年１月１日　至2018年３月31日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額（注） 合計

 情報サービス セキュリティシステム

売上高     

外部顧客への売上高 3,499,657 981,280 － 4,480,937

セグメント間の内部

売上高又は振替高
7,012 － △7,012 －

計 3,506,669 981,280 △7,012 4,480,937

セグメント利益 260,957 149,472 1,042 411,472

 (注) セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自2019年１月１日　至2019年３月31日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額（注） 合計

 情報サービス セキュリティシステム

売上高     

外部顧客への売上高 4,687,544 1,010,176 － 5,697,721

セグメント間の内部

売上高又は振替高
15,743 905 △16,648 －

計 4,703,288 1,011,082 △16,648 5,697,721

セグメント利益 311,728 163,360 4,043 479,132

 (注) セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

「情報サービス」セグメントにおいて、株式会社テイクスおよびコンピュータハウス株式会社の発行するす

べての株式を取得し（株式会社テイクスは間接保有）、連結の範囲に含めております。当該事象によるのれ

んの増加額は、当第１四半期連結累計期間においては1,779,771千円であります。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

　1）被取得企業の名称及びその事業の内容

　　被取得企業の名称

　　株式会社T-stockおよび株式会社テイクス

　　事業の内容

　　有価証券の保有・運用およびコンピュータ・システムの企画、設計、開発、運用保守および企画、設計、開

発、運用保守のための教育研修

　2）企業結合を行った主な理由

　　株式会社T-stockは、株式会社テイクスの資産管理会社であり、株式会社テイクスは、IT業界において2000年

３月の設立以来、大手システムインテグレーター企業を多数クライアントに持ち、19期連続での増収増益を維持

しております。

　　株式会社テイクスは、IT技術者不足が問題視されているIT業界において、技術者教育に特化しており、同社独

自の人財育成により、社員数も堅調に増加しております。また、同社は、営業力、採用力、人財マネジメント力

を強みとしており、離職率の高いIT業界において、安定した人財の定着および現場への供給を維持しておりま

す。

　　このような同社の人財および人財育成ノウハウと当社のビジネスを融合させることで、現在のIT業界の技術者

不足に対応することができ、更なる人財確保に繋がる効果が期待できるものと考えております。

　　以上のとおり、技術範囲や事業の展開領域で補完関係にある各社の密接な協業には大きな相乗効果が期待で

き、各社の企業価値の向上実現に有効であると判断し、２社の株式を取得し子会社化することといたしました。

　3）企業結合日

　　2019年１月30日

　4）企業結合の法的形式

　　現金を対価とする株式取得

　5）結合後企業の名称

　　名称に変更はありません。

　6）取得した議決権比率

　　株式会社T-stock　　100％

　　株式会社テイクス　 100％(間接保有50％)

　7）取得企業を決定するに至った主な根拠

　　当社が現金を対価として、株式を取得したためであります。

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　　2019年１月１日から2019年３月31日まで

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 株式会社T-stock　　　　907,000千円

 現金 株式会社テイクス 　　1,210,000千円

取得原価  　　　　　　　　　 　2,117,000千円

 

４．主要な取得関連費用の内訳及び金額

　財務デューデリジェンス費用等　　　　5,000千円

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　1）発生したのれんの金額

　　1,590,273千円

　2）発生原因

　　主として株式会社テイクスの今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力であります。

　3）償却方法及び償却期間

　　５年間にわたる均等償却
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取得による企業結合

１．企業結合の概要

　1）被取得企業の名称及びその事業の内容

　　被取得企業の名称

　　コンピュータハウス株式会社

　　事業の内容

　　コンピュータソフトウェア、ビジネス・アプリケーション・ソフトウェアの開発

　2）企業結合を行った主な理由

　　コンピュータハウス株式会社は、1976年９月に創業し、「中小企業のOA（IT）化を推進する」を企業理念に一

貫してビジネスアプリケーション・ソフトウェア開発を行ってまいりました。従来のオフィスコンピュータから

クライアントサーバーシステムへ、各メーカー主体のOSからWindowsへと時代は大きく変貌しても、中小企業事

業者と共に各企業のIT化を推進して来た実績があります。

　　以上のとおり、技術範囲や事業の展開領域で補完関係にある各社の密接な協業には大きな相乗効果が期待で　

き、当社グループの企業価値向上が図れるものと考え同社を連結子会社化いたしました。

　3）企業結合日

　　2019年１月７日

　4）企業結合の法的形式

　　現金を対価とする株式取得

　5）結合後企業の名称

　　名称に変更はありません。

　6）取得した議決権比率

　　コンピュータハウス株式会社　　100％

　7）取得企業を決定するに至った主な根拠

　　当社が現金を対価として、株式を取得したためであります。

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　　2019年１月１日から2019年３月31日まで

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

　　取得の対価　　現金　　194,600千円　

　　取得原価　　　　　　　194,600千円

 

４．主要な取得関連費用の内訳及び金額

　　アドバイザリー費用等　　　13,500千円

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　1）発生したのれんの金額

　　189,497千円

　2）発生原因

　　主としてコンピュータハウス株式会社の今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力であります。

　3）償却方法及び償却期間

　　５年間にわたる均等償却
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2018年１月１日
至　2018年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2019年１月１日
至　2019年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 53円64銭 59円74銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千

円）
273,877 305,041

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
273,877 305,041

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,105 5,105

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－

2018年12月20日開催の取締役

会決議による、第三者割当に

よる行使価額修正条項付第1回

新株予約権

新株予約権の数　5,500個

（普通株式　　550,000株）

（注） 第49期第１四半期連結累計期間の、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存

在しないため、第50期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

2019年５月14日

株式会社アイ・エス・ビー

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 遠藤　康彦　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 浅井　則彦　　印

 

     

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アイ・

エス・ビーの2019年１月１日から2019年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2019年１月１日から

2019年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2019年１月１日から2019年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アイ・エス・ビー及び連結子会社の2019年３月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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